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東京国税局から更正処分を受ける可能性について 
 

 

 

当行は、平成 28 年 8 月より国税当局の税務調査を受けておりましたところ、平成 26 年 3 月期中の特定の取引に

関連して、同期における当行の法人所得および法人税の納付額について、国税当局との間で見解の相違が生じて 

おり、今後、更正処分を受ける可能性がありますので、お知らせします。同取引に関連して更正処分を受けた場合の

更正による納税額は、法人税その他を含め、最大約 160 億円となる可能性があると認識しております。 

 

しかしながら、当行はこれまで適正な申告・納税を行ってきたものと考えており、仮に更正処分通知を受けた場合  

には、速やかに不服申立てに関する所要の法的手続を行う予定です。 

 

なお、国税当局から更正処分通知を受ける見込みとなった場合には、その時点で法人税等の見積費用計上を行う

ことが必要となりますので、業績予想修正などの必要な適時開示を行います。 

 

以 上 
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